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国家公務員法等の改正に関して 

 
 
１ はじめに 
  ・法案審議が進んでいない状況 
  ・国家公務員と地方公務員 

 
 
 
２ 公務員の争議権・協約締結権制限の憲法論 
（１） 学説 

 
（２） 判例 

 
 
 
３ 現行法上の協約と協定 

 
 
 
４ 改正後の協約締結権（公務員についての制限） 
  ・強制仲裁と勤務条件法定（条例決定）主義 

 
 
 
５ まとめ 

資料４ 



事 項 備 考

Ｈ２０．７月
・国家公務員制度改革基本法成立
・国家公務員制度改革推進本部設置

Ｈ２１．２月 ・公務員制度改革に係る「工程表」決定

Ｈ２１．３月
・国家公務員法等の一部を改正する法律案
（国会提出⇒廃案）

Ｈ２２．３月
・国家公務員法等の一部を改正する法律案
（国会提出⇒廃案）

Ｈ２３．４月
・国家公務員制度改革基本法等に基づく改
革の「全体像」決定 【資料４－２】

・「地方公務員の労働基本権の在り方に係る
関係者からの意見を伺う場」の開催（総務省）
※対象団体：全国知事会、全国市長会、全国
町村会など）

Ｈ２３．６月
・国家公務員制度改革関連４法案等（国会提
出⇒審議中）

・「地方公務員の労使関係制度に係る基本的
な考え方」の提示（総務省） 【資料４－３】

Ｈ２３．７月
・「地方公務員の労使関係制度に係る基本的
な考え方」に対して、総務大臣に申し入れ（全
国知事会） 【資料４－４】

H２３．１０月
・国家公務員制度改革に関する報告（人事
院）
【資料４－５】

Ｈ２３．１１月

・「地方公務員の労使関係制度改革に関する
考え方」を総務大臣に申し入れ（全国知事
会）
【資料４－６】

国家公務員制度改革に関する経緯（主な事項）
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（別添１） 

地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方 

 

平成２３年６月２日 

総   務   省 

 

Ⅰ 趣旨 

  国家公務員に係る自律的労使関係制度の措置を踏まえ、地方公務員について

も新たな労使関係制度を設けることとする。 

 

Ⅱ 制度の概要 

 

１ 協約締結権を付与する職員の範囲 

一般職の地方公務員（ただし、団結権を制限される職員、重要な行政上の

決定を行う職員及び地方公営企業等に勤務する職員等を除く。以下「職員」

という。）に協約締結権を付与する。 

 

２ 団体交渉の当事者 

（１）労働側の当事者 

○ 労働組合は、職員が主体となって自主的にその勤務条件の維持改善を図

ることを目的として組織する団体又はその連合体とする。 

○ 都道府県労働委員会に認証された労働組合は、団体協約の締結、不当労

働行為の救済申立て、あっせん・調停・仲裁手続への参加、職員の在籍専

従等が可能となる。 

○ 認証の要件は、規約が法定の要件を満たすこと、構成員の過半数が同一

地方公共団体に属する職員であること等とする。 

 

（２）使用者側の当事者 

地方公共団体の当局は、引き続き交渉事項について適法に管理し、又は

決定することのできる者とする。 

 

３ 団体交渉等 

（１）認証された労働組合と地方公共団体の当局は、下記の事項について団体

交渉を行い、団体協約を締結できるものとする。 

  ① 給料その他の給与、勤務時間、休憩、休日及び休暇に関する事項 

  ② 職員の昇任、降任、転任、休職、免職及び懲戒の基準に関する事項 

  ③ 職員の保健、安全保持及び災害補償に関する事項 

  ④ ①～③に掲げるもののほか、職員の勤務条件に関する事項 

  ⑤ 団体交渉の手続その他の労働組合と地方公共団体の当局との間の労

使関係に関する事項 

【資料４－３】
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（２）地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、引き続き団体交渉

の対象とすることができないこととする。 

 

（３）現行地方公務員法において規定されている予備交渉の実施、団体交渉の

打ち切り、勤務時間中の適法な団体交渉の実施等については、引き続き法

定する。 

なお、職員が勤務時間中の適法な団体交渉に参加する際の手続を整備す

る。 

 

（４）地方公共団体の当局は、団体交渉の議事の概要及び団体協約を公表しな

ければならないこととする。 

 

４ 不当労働行為の禁止 

（１）地方公共団体の当局が労働組合の構成員であること等を理由として職員

に対する不利益な取扱いをすること、認証された労働組合との団体交渉を

正当な理由がなく拒否すること、労働組合の運営等に対して支配介入・経

費援助をすること等の行為を禁止する。 

 

（２）不当労働行為があった場合の都道府県労働委員会による救済制度を設け

る。 

 

５ 勤務条件の決定原則等 

（１）情勢適応の原則等、現行地方公務員法において規定されている勤務条件

の決定原則については、引き続き法定する。 

 

（２）職員に協約締結権を付与することに伴い、勤務条件に関する人事委員会

勧告制度を廃止する。 

 

（３）住民への説明責任を果たし、住民の理解を得る観点から、民間の給与等

の実態を調査・把握する。調査・把握する主体等については更に検討を進

める。 

 

６ 勤務条件の決定方法及び団体協約の効力 

（１）職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、引き続き条例で定めること

とする。 
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（２）勤務条件を定める条例の制定改廃を要する内容の団体協約を締結した場

合には、地方公共団体の長は条例案の議会への提出義務を負うこととする。

（ただし、地方公共団体の長以外の機関が団体協約を締結する場合には当

該地方公共団体の長との事前調整を行う仕組みを設ける。） 

 

（３）勤務条件を定める規則等の制定改廃を要する内容の団体協約を締結した

場合には、地方公共団体の長その他の機関等が規則等の制定改廃の義務を

負うこととする。 

 

７ 交渉不調の場合の調整システム 

認証された労働組合と権限ある地方公共団体の当局の間に発生した紛争で

あって団体協約を締結することができる事項に係るものについて、都道府県

労働委員会によるあっせん、調停及び仲裁の制度を設ける。 

 

 ８ 人事行政の公正の確保 

   勤務条件に関する措置要求、不利益処分に関する不服申立てその他の職員

の苦情の処理に関する事務等については、引き続き第三者機関が所掌する。 

  

 

 

Ⅲ 消防職員の団結権 

  消防職員の団結権については、付与することを基本的な方向としつつ、必要

な検討を進める。 

 



「地方公務員のの労使関係制度労使関係制度に係る基本的な考え方」について

平成23年7月4日

全 国 知 事 会

先般、総務省は、一般職の地方公務員に協約締結権を付与し、勤務条件に関する

人事委員会勧告を廃止することを柱とする「地方公務員の労使関係制度に係る基本

的な考え方」を示したが、その内容は、制度改革の理念が曖昧で、地方自治制度の

特性を反映していないなど、納得できるものとは言い難い。

今後の検討に当たっては、４月２６日付けで本会が提出した「地方公務員の労働

基本権の在り方に係る意見」とともに、以下に示す「基本的な考え方」の問題点及

び地方公務員の労使関係制度を検討する際に留意すべき事項を踏まえた上で、地方

側と十分な協議を行うよう強く申し入れる。

記

１ 「基本的な考え方」の問題点

(1) 「国家公務員に係る自律的労使関係制度の措置を踏まえ、新たな労使関係制

度を設ける」とするのみで、現行の労使関係制度の問題点や、それを踏まえた

新たな制度の必要性などには全く言及されていない。

まずは、こうした制度改革の理念を明確に示し、地方行政関係者のみならず、

広く住民の納得を得る努力をすべきである。

(2) 都道府県と市町村の別や規模に応じた仕組みなどが示されておらず、地方公

共団体の多様性を反映したものとなっていない。

地方公務員の労使関係制度は、国家公務員の制度を引き写すのではなく、地

方自治制度の特性を踏まえたものとすべきである。

２ 地方公務員の労使関係制度を検討する際に留意す きすべき事項事項

(1) 地方公務員について新たな労使関係制度を設けた場合の社会的便益と費用を

明確かつ具体的に示すこと。

(2) 二元代表制、地方公共団体の規模や任命権者の多様性など、地方自治制度の

特性を踏まえた検討を行うこと。

とりわけ、議会の関与や給与の参考指標、地方における人事行政関係機関な

どの在り方に関わる事項等については、国と地方の違いに最大限配意し、次の

方向で検討すること。

【資料４－４】
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ο「基本的な考え方」において、勤務条件を定める条例の制定改廃を要する内

容の団体協約を締結した場合には、地方公共団体の長は条例案の議会への提

出義務を負うとされているが、提出した条例案が否決された場合の措置を明

らかにすること。

ο「基本的な考え方」において、民間の給与等の実態を調査・把握する主体等

については、更に検討を進めるとされているが、調査主体を中立的な第三者

とすることで調査の客観性を確保すること。また、小規模な地方公共団体に

も配慮した上で、調査方法等の具体的な内容を示すこと。

ο人事行政関係機関の在り方については、採用試験・選考の実施や不利益処分

に対する不服申立ての審査など公平・公正な人事行政機能の確保や、都道府

県労働委員会の組織体制などにも十分配慮した上で、地方公共団体の自主組

織権を尊重したものとすること。

(3) 本年４月に開かれた「地方公務員の労働基本権の在り方に係る関係者からの

意見を伺う場」では、当事者である地方側と引き続き意見交換を行いながら検

討を進めることが合意されたと理解している。

にもかかわらず、その後、地方側と何らの意見交換もなく、特に制度改革の

理念や社会的便益及び費用等が明確になっていないまま、「基本的な考え方」

を一方的に公表し、国民の意見を公募したことは、誠に遺憾である。

地方公務員の労使関係制度は、地方行政運営に大きな影響を与えるものであ

り、今回示した問題点等への対応を含め、個々具体の課題・論点について「た

たき台」を示した上で、「国と地方の協議の場」等において十分な協議を行い、

当事者である地方側の納得を得て制度設計を進めるべきである。

【資料４－４】
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地方公務員の労使関係制度改革にに関関するする考考え方

平成23年11月28日
全 国 知 事 会

◎◎これまでのこれまでの経緯経緯

○総務大臣、総務副大臣、総務大臣政務官と再三面談し、①制度改革の基本的な理
念等を示すこと、②地方自治制度の特性に配慮すること、③当事者である地方側
と十分協議を行うことを強く申し入れてきたが、現在に至るまで、地方側との実
質的な協議が一切行われておらず、誠に遺憾。

◎基本的な疑問

○民間の労使関係の実態との乖離や勤務条件の決定過程の不透明化、地方行財政へ

の影響、交渉コストの大幅な増加などのリスクがあるにも関わらず、実質的な身

分保障を維持したまま、協約締結権を付与し、人事委員会勧告を廃止する労使関

係制度改革を行うことには大きな疑問がある。

○まずは、現行の労使関係制度の問題点や、それを踏まえた制度改革の必要性を明

らかにした上で、制度改革の基本的な理念等を明確に示し、地方公共団体のみな

らず、国民の納得を得るべき。

◎個別の論点

○制度設計に当たっては、国家公務員の制度を引き写すのではなく、二元代表制、

都道府県と市町村の別、規模や任命権者の多様性など、地方自治制度の特性を踏

まえるとともに、現在の地方人事行政機関が果たしている役割にも配慮すべき。

・団体協約の効力

二元代表制をとる地方においては、特に、団体協約に基づいて提出した勤務条

件を定める条例案が否決された場合の措置を明らかにする必要がある。

・民間の給与等の実態の調査・把握

調査・把握の主体を中立的な第三者とすることで調査の客観性を担保すべき。
また、人事委員会を置いていない市町村にも配慮した上で、調査方法や調査結
果の活用について具体的な内容を示すべき。

・団体交渉の在り方
任命権者の多様性や職員組合の実態等を踏まえ、効率的な交渉の在り方を検討
すべき。

・勤務条件の決定原則
国と地方公共団体の双方が団体協約により勤務条件を決定することと情勢適応
の原則（いわゆる「国公準拠」）との関係を整理すべき。

・地方の人事行政関係機関の在り方
採用試験の実施や不利益処分に対する不服申立て等の所掌機関、都道府県労働
委員会の体制整備など、地方における人事行政関係機関の全体像を示すべき。

◎地方側との協議

○今回の改革は、地方行政運営はもとより、住民生活にも大きな影響を与えかねな
い抜本的な制度改革であり、法定された国と地方の協議の場で議論すべき。

【資料４－６】




